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1. はじめに
生産に伴って発生する負の外部性（汚染物質排出による環境悪化など）が及ぼす社会的損害
に対して、ピグー (A.C. Pigou)は課税または補助金提供によってその除去や軽減を提唱した。
他方、環境汚染に対処する規制の現実的政策の主要なものは、汚染者に負担金や環境税を課すこ
と、および汚染物質排出基準量を設定することであって、汚染者や環境破壊者に補助金を提供
することは、被害者には「泥棒に追銭」の考え方と受け取られて、その施行は比較的少ないであ
ろう。しかし環境補助金提供が効果的な場合もあり、また逆に効果が目的に反することもある。
本稿は環境補助金政策の実態を類型的にまとめて、効果的な実例などを Parry(1998)から紹介
した（第 2節）後に、ピグーの提唱する補助金政策が真に汚染排出の軽減に対して効果的なの
かを、企業均衡分析によって解明した Baumol= Oates (1988)の理論を紹介する。それは特に
課税政策と対比する形で展開され、第 3節では企業の利潤関数への影響が、第 4節では個別企
業の生産と産業規模での需給均衡の生産の対比が、説明される。最後に第 5節では厳密な数理
的展開によってピグー的補助金政策の効果が明らかにされる。なお Baumol= Oatesの1975年
の初版本での環境補助金の分析 (chapter12)は、 1988年の第2版 (chapter14)で全面的に改
正され、本稿はその改正された内容の解説を主としている。
2. 環境補助金の類型
大気や水質の汚染から魚群枯渇や交通渋滞までの、殆どの環境問題は、生産と消費の活動に伴
う有害な外部効果によって惹き起こされる。そのような環境損害を抑制する最も直接的な方法
は、課税や排出削減基準の設定によって、それらの外部性の源泉を規制することであるが、負
の外部性の源泉に対して、或る場合には逆に補助金を出して環境損害を抑制するという政策も
存在する。以下に環境補助金の 4つの型を説明する。
(1)ピグー補助金 例えば昔は住民の少ない場所に工場を建てた企業が、その後数十年を経て
多くの住居に周囲を取りかこまれた時、その工場の煙突から排出される汚染物質による公害を
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抑制するために、その企業に対して排出削減に補助金を供与する。これは負の外部性をもつ活動
についての補助金であるが、逆に正の外部性をもつ活動を助成するための補助金としては、土壌
浸食、洪水や温室効果ガスの空中集積を減少させる効果のある植林に与えられる補助金がある。
(2)間接的補助金 有害な外部効果をもつ財の代替品としての比較的清浄な財に対する補助金
で、例えば車による公害や交通渋滞を軽減する大量輸送交通への補助金と、エタノール、メタ
ノールや天然ガスのような環境にやさしい燃料への補助金、そして太陽光発電装置とか風力発
電施設への補助金がこの類型である。
(3)生産削減的補助金 これは有害な外部効果を伴う生産活動を直接的に抑制する補助金で、
例えば米国での鳥獣保護区と湿地の保存プログラムの下で、絶滅の危機にひんした種の生息地
や環境的に傷付きやすい地域での農業生産を行わない代償として支払われる補助金がある。
(4)環境的に非友好な補助金 例えば発展途上国で、大気汚染の主要因の化石燃料の燃焼を促
進するためにエネルギー補助金が支給される。また OECD諸国での農業補助金は、農地造成を
増加させて、野生生物、森林および公的アメニティの損失に導き、さらにまた化学肥料や殺虫
剤への派生的需要を拡大させる。発展途上国で特に公有地での鉱業と木材収穫への補助金が普
通に行われている。これらの補助金は環境問題を悪化させるが、政治的理由で施行されること
が多く、廃止されるべきものである。
本稿の中心的問題は企業の汚染物質の排出についてのピグー補助金の効果の分析である。
3. 補助金制度と税制度の下での利潤関数
いま完全に競争状態にある一企業について、その汚染物質の排出を減少させるように、財政
的奨励を行う場合において、それは当該産業についての公害排出を一層刺戟する可能性がある
ことを説明しよう。説明の便宜上、我々はただ一つの産業とそれを構成する企業群を扱い、部分
均衡分析に限定し、各企業は生産に伴って同種の汚染物質を排出するものと想定する。我々が
関心をもつ補助金の型は、企業の汚染物質排出量の削減に基づいて、その企業に支払われるも
のである。
いま当面の企業の汚染物質排出量を sと記し、規制当局がその排出に対して設定する基準量を
ぶとして、ぶより少ない sを排出する時に、その基準以下の減少分ー単位当たりに定額g(>0) 
を補助金として支給するものと考える。汚染物質排出が減少すれば、補助金は増大し、補助金
支給額は
g(s* -s) (1) 
になる。ここにぶは正定数であって、通常、 sはぶ以下の大きさになっていると考えられる。
したがって、ぶは当該企業の過去の排出水準の相当量に設定されるであろうが、必ずしもそう
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である必要はない。注意すべきは、この補助金プログラムによる支給が実際に汚染しつつある
生産活動にたずさわっている企業に対してのみ為されるということである。
競争状態にある企業の汚染物質排出に対して補助金を支給すると、当該産業への企業の参入
を促進する可能性があり、産業全体の汚染物質排出量の増加を引き起こすかも知れない。我々は
この論点をつぎに探究する。
当面の企業の産出量を yと記し、その財への需要価格を p(y)と表そう。この企業が排出する
汚染物質を抑制するために使う資源量を aで示し、 aを増加させるにつれて sを減少させること
ができるものとする。また sはyの増加関数でもある。したがって s関数は
s = s(y, a), Sy三 8s/8y> 0, 8s/8a < 0 (2) 
となる。そしてこの企業の生産に伴う全資源費用 cは、 yとaの増加関数として、
c = c(y, a), Cy三 8c/8y> 0, 8c/8a > 0 (3) 
と表される。したがってこの企業が前述の補助金支給を受ける場合の利潤 7rgは下記の通りで
ある。
1r9 = p(y)y -c(y, a)+ g[s* -s(y, a)] (4) 
仮にこの企業がその汚染物質排出 1単位当たり tの税率を課せられて、如何なる補助金も受領
しないとすれば、その場合の利潤 'Trtは、
'lrt = p(y)y -c(y, a) -ts(y, a) (5) 
となる。補助金制度の時の利潤関数(4)をこの税制度の時の利潤関数(5)と比較すると、前者は
一括補助金gぶを受領しつつ、 gsの税を支払う仕組みとなっていることが分かる。したがって
もし g=tであれば、いずれの制度の場合にも、この企業の利潤極大化の条件は同じになり、企
業の活動に差異はない。しかしながら、税も補助金も存在しない時に、この企業の最大利潤が
ゼロであると仮定すると、課税は企業の閉鎖に導き、補助金制度はこの企業の存続の危機を救
うであろう。一括補助金は汚染活動を継続する企業にのみ支給されるべきで、操業を停止した
企業や潜在的汚染企業に与えられてはならない。
かくして次の結論が得られる。個別企業にとって、生産に伴う汚染物質排出の削減を誘うた
めの税プログラムと補助金プログラムの間の選択は、その企業に操業の継続か否かを決定させ
るかも知れないが、他の事情が同じであれば、利潤極大化企業のそれ以外の決定は、もし限界
税率と限界補助率が同じであれば、これら 2つのプログラムの間の選択によって何ら影響され
ないであろう。
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4. 個別企業均衡と産業の需給均衡
我々の考察対象の企業は完全競争状態にあると想定されるので、その均衡は純利潤がゼロの
位憤（いわゆる損益分岐点）であり、そこで限界費用曲線（それを MCと表す）は平均費用曲
線（それを ACと表す）の最低点を横切る。（村田＝鎌苅 (2000)、§3.2を参照。）税と補助金の
プログラムがこの均衡点に異なる影響を及ぼすことを本節で説明して、前節での結論の中の「他
の事情が同じであれば」の条件が成立しなくなることを示そう。
その論議は図 1の(a)代表的競争企業と対応する (b)当該産業の需給均衡によって明快に展開
されるであろう。まず何らの公共環境プログラムも無い時の企業均衡点を J(yo,P。)とする。そこ
ヘ汚染排出 1単位当たり tの税を課すものとしよう。 J点は平均費用曲線AC。(=c/y)の最低点
を限界費用曲線MC。(=Cy)が横切る点であるのに対して、税プログラムの場合の企業均衡点は
ACt曲線の最低点を MCt曲線が横切る点 K(yt,Pt)である。ここに
ACt = (c + ts)/y, MCt =Cy+ tsy (6) 
であるので、 ACt曲線は AC。曲線を上方へ ts/yだけシフトしたものであり、 MCt曲線は MC。
曲線をいだけ上方シフトしたものである。ゆえに K点での価格Ptはp。より高く、それは供給
曲線がs。からふへ左方にシフトしたことに対応する需給均衡において決まる。
つぎに補助率gをtと同値に置いた状態の補助金プラグラムが施行された場合には、平均費用
曲線は AC9に、そして限界費用曲線は MC9になる。それらは
AC9=(c-gぶ+gs)/y, MC9 = cy + gsy (7) 
図1 課税と補助金支給の場合の競争均衡
?? (a)企業 ?? (b)産業
s g
p~------
g 
Yg Yo=Yt 
? ?? ? 産出
(Baumol = Oates (1988)のFig.14.1を参照）
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であり、ここで g=tと置かれる。ゆえに MC9はMCtと同じ曲線を描くが、 AC9曲線は
AC9 = ACt -gs* /y = AC。-g(ぶー s)/y (8) 
と書き換えられるので、 ACt曲線を下方ヘシフトしたものであるばかりか、 AC。曲線よりも下
方に位置するであろう (sくぶを想定して）。したがって g=tの時の補助金プログラムの場合
の企業均衡点は L(yg,pg)であって、 pgはp。より低く決まり、それは供給曲線が S。より右方の
sgになることに対応している。
結果的に言えば、税プログラムの場合の個別企業の均衡産出量は、無プログラムの場合のそ
れと大体等しいが、産業全体では課税時の均衡産出量はより少ない。他方、補助金プログラム
の場合の個別企業の均衡産出量は無プログラムの場合のそれより少なくなるが、産業全体での
均衡産出量は逆に増大することを図 1は示す。このことは、課税が若干の企業をその産業から
駆逐するのに対して、補助金給付は新企業の参入を誘うと言う理由によって生じる。汚染物質
排出量は産出量の変動と同じ方向に増減するであろうから、補助金制の下では個別企業の汚染
排出減少総量を相殺する以上に、新規参入企業による汚染排出量が増大するかも知れない。次
節ではこの論点が数式を用いて厳密に分析される。
5. 補助率上昇の産業産出・汚染排出への影響
当面の産業に n個の同規模の企業が存在して、汚染排出抑制のための補助金プログラムが施
行されている時、その補助率の上昇が産業の均衡産出量とその汚染物質排出量に如何なる影響
を及ぼすかが数式を用いて分析される。
個別企業の産出 yに伴って排出される汚染量 sに対して、基準ぶより少ない排出分に (1)の
方式で補助金が支給されるとしよう。その補助率gが上昇すると、産業の産出nyと汚染排出ns
は必ず増大するであろうか。
各企業はその産出水準が与えられると、総費用を最小にする汚染排出量を選択すると考え、補
助金プログラムを考慮した時としない時の企業費用関数を、それぞれCとcで示すと、両者の
間に下記の関係がある。
C(y, g) = m}n[c(y, s) -g(s* -s)] (9) 
ここに c(y,s)は生産に直接的に係わる資源投入と汚染排出を削減するための資源投入の費用を含
み、その総費用から補助金を差し引いた純費用を sの選択で最小化した最低費用関数がC(y,g)
である。 sについての最小化の 1階条件として、 (9)式右辺の角括弧内を sで偏微分してゼロと
置いた
Cs+ g = 0 (cs三 Bc/8s) (10) 
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は常に成立しなければならないし、さらに最小化の 2階条件として、
Cs (三 8cs/8s)>O (11) 
がある。 c,.はyとsの関数であり、 (10)式の yとsについての全微分 (gを固定した時）はゼロ
でなければならないし、また (10)式の gとsについての全微分 (yを固定した時）もゼロでな
ければならないので、次の 2式が成立する。
8s Csy 
=-
8y Cs 
as l 
- =--<0 
89 Cs 
(csy三 8cs/8y) (12a) 
(12b) 
さらに C(y,g)の限界費用を求めよう。まずCのyについての偏微係数Cy(三 8C/8y)は、 yが
sを変化させるので、下記のようになる。
Cy= 
a[ . ・] a[ . ・] 8s 
8y 8s 8y 
ー q .lは (9)式右辺）
8s 
= Cy + (Cs + g) -
8y 
= Cy (13) 
したがってまた、 (12a)を考慮に入れて、
Cyy (三 [)Cy)= OCy + OCy 8s = Cyy _ Cys~ 
{)y oy OS oy Cs 
(14) 
となり、ここに Csy= Cysである (csとCyは連続関数と想定されるので）。ゆえに
2 
C 
CyyCss -Cys 
y＝ 
Cs 
(14') 
が得られる。一般に生産についての限界費用は逓増するものと想定されるので、 Cyy> 0であり、
これと (11)を(14')式に考慮すると、
D 三 Cyy叫— Cys2 > 0 (15) 
となる。ゆえに Cyy> Cys 2 / Cs > 0が成立する。
つぎに C(y,g)をgについて偏微分すると、 gの変化がsを変動させるので、 Cg(三 8C/8g)は、
(13)式と同様に、下記のように求まる。
Cg= 8[・ ・ l 8[・ ・ l as 
8g as 8g 
([-. lは (9)式右辺）
= --:--(ぶ― s) (16) 
したがってまた、 (12a)を考慮に入れて、
cgy (三 acg)=竺＝ーニ
oy Oy Cs 
(17) 
となり、ここに C9y= Cy9である (csy= Cysであるので）。
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さて (9)の費用関数を持つ企業の長期的競争均衡において、汚染排出抑制の補助率 gの上昇
は、企業の産出 yと汚染排出 s、および当該産業の総産出nyと総汚染排出 nsに対して下記の通
りの変動を生ずることが証明できる。
? ? ?
(s -ぶ）叫+ycys 
= yD 
d(ny) s-s* 
dg = p'y 
? ? ?
= (s*-s)Cys-YCyy 
yD 
ヽ~ヽーー‘~??（（（?
d:s) =―炉~D し ((s -ぶ）＋臼-y)2十ぶCysY+ぶ(s-ぶ）Css] + s(:;: ぶ）＿凸 (21)
以下にこれらの変動式を導出する。
（証明）企業の長期競争均衡としての利潤ゼロ条件
p(ny)y -C(y,g) = 0 
と、競争市場での産出決定式「価格＝限界費用」
p(ny) -Cy(y, g) = 0 
(22) 
(23) 
は、 gの変化に対応して、 yとnの変動によって満たされなければならないので、これら両式
のy,n,gについての全微分はゼロである。すなわち、まず (22)式左辺を[・.・]と記し、全微分す
ると、
8[・・・] 
8y 
dy+ 
8[-・・] 8[・・・] 
dn + dg = 0 
枷 8g
(p + np'y -Cy)dy + p'炉dn-C9dg = 0 
となり、ここで (23)式を考慮に入れると、
np'ydy + p'炉dn= C9dg 
になる。つぎに (23)式左辺を[・.・]と記し、全微分すると、 (24)式と同形になり、それより
(24) 
(25) 
(np'-Cyy)dy + p'ydn = Cy9dg 
が得られる。 (25)式と (26)式を合わせて行列表示したものが下式である。
［二こ:][ :] = [こ]dg 
(27)式の解は、クラメールの公式によって、つぎのように求められる。
l Cgdg p'y2 l 
dy =囚=-p'y(C9 -yCy9)dg 
Cy9dg p'y △ 
(26) 
(27) 
(28) 
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ここに△ は(27)式左辺の係数行列の行列式で、
△ 三 n(p'y)2ー (np'-Cyy)p'炉=Cyyp'y2 
となる。 (29)式を (28)式へ代入して、整理すると、
dy C9 -yCy9 
＝ 
dg yCyy 
(29) 
(18') 
になり、 (18')式右辺へ (14')、(15)、(16)および (17)の各式を代入すると、 (18)式が得られる。
つぎに dnを(27)式より同様の方式で求めると、その結果は下記の通りである。
dn= 
np'yCy9 -(np'-Cyy)C 
Cyyp'y2 
g dg 
ゆえに
dn n(yCyg -Cg) + Cg 
＝ 
dg 炉Cyy Pず
(30) 
(30)式へ (14')、(15)、(16)および (17)の各式を代入すると、次式に整理される。
dn -n s-s 
- = (ycys + (s —ぶ）い）＋dg y2D p'y2 (30') 
そして (18)式と (30')式とを次式
d(ny) dy dn 
=n 
dg dg 
+y-
dg 
ヘ代入すると、 (19)式が求まる。
つぎに排出 sに対する gの効果は、直接的効果 (8s/8g)とyの変化を通しての間接的効果から
成り、
ds as dy as 
-=-—+-dg ay dg ag 
(31) 
である。 (31)式へ (12a,b)と(18)の式を代人して整理すると、 (20)式が得られる。
最後に産業の総排出 nsに対する gの影響は、 (20)式と (30')式とを考慮に入れて、下記の展
開となる。
d(ns) ds dn 
=n— +s— 
dg dg dg 
ns 
= -{ys [(ぶー s)Cys-yCyy] -—-[ycys + (sー ぶ）Cs] + s(sー ぶ）y2D p'y2 
＝五[y(s-s芦+YSCys +バ+s(s -ぶ）Cs] + s(sー ぶ）p'y2 
-n = [2y(s -s*)cys + y2Cyy + (sー ぶ）2ぃl
y2D 
ぶn s(sー ぶ）
y2D (ycys + (s —ぶ）Css) + p'y2 (32) 
(32)式最右辺第 1項の角括弧内は
Css ((s-s*) +~Y) + 
Css 
（叫Cyy-Cys 2)炉 (33) 
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になり、 (33)を(32)式第 1項へ代入すると、 (21)式が得られる。（証明了）
さて需要価格は供給量の増加に対して下落するので、
p'< 0 (34) 
である。 (34)と(11)、(15)および sー ぶ <0の符号を (18)"-'(21)式へ当てはめると、 (19)式右
辺は正値となるが、 (18)式と (20)式が確実に正値であるためには、さらに
Cys < Q (35) 
が想定される必要がある。 (35)は(12a)式で8s/oy> 0と同意義を持ち、生産に伴って汚染物質
が必ず排出されることを意味する。かくして、 (35)の想定は正当化されるので、 (18)式と (20)
式は共に負値をとると言える。すなわち、
dy ds 
- <0, - <0, 
d(ny) 
dg dg dg > 0 (36) 
がg変化による確実な影響と言える。 (21)式右辺の符号は不確定であるが、もしぶ =0と置け
ば、 (21)式は確実に負値をとることが分かる。ぶ =0の時は gが税率と解釈されるので、税率の
上昇は産業の総汚染排出量を減少させると言える。ぶ =0の時は (19)式も負値をとるが、 (18)
式と (20)式の符号は不確定である。かくして、 gを税率tに書きかえると、次式が得られる。
d(ny) d(ns) 
dt 
< 0,
dt 
<0 (37) 
結論の (36)と(37)の不等式を文章で表そう。環境補助金率を上昇させると、各企業の産出と汚
染排出は減少するが、産業レベルの総産出は増加する一方で、環境税率を上昇させると、産業
レベルでの産出と汚染排出は共に減少する、と言うことがはっきりした分析結果である。補助
率の上昇が産業レベルの汚染排出に及ぼす影響は不確定である 3
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